
事業名 

地震防災対策に資する南海トラフ地震調査研究（新規） 
令和２年度要求額：調整中 

（研究事業総額：「－」） 

研究事業期間：令和２年度～令和６年度 

※研究開発事業に関する評価については、科学技術・学術審議会等において、「国の研究開発評価に関す 

る大綱的指針」等を踏まえ、事前評価が行われているため、当該評価をもって政策評価の事前評価に代

えることとする。 

 

【主管課（課長名）】 

地震・防災研究課（工藤 雄之） 

 

【関係局課（課長名）】 

- 

 

【審議会等名称】 

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 防災科学技術委員会 

 

【審議会等メンバー】 

別紙参照 

 

【目標・指標】 

○達成目標 

自然災害に対して、安全・安心を確保するべく、従来の研究手法に加え IoT、ビッグデータ、AI

等の先端科学技術を活かした研究開発を推進し、災害に対する予測力・予防力・対応力のバランス

がとれたレジリエントな社会を構築する。 

（予測力・予防力の向上） 

自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の

向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び

災害リスク評価手法の高度化を図る。 

（対応力の向上） 

発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を保

つため、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る。 

 

○成果指標（アウトカム） 

・ 被害の軽減につながる予測手法の確立、建築物・インフラの耐災害性の向上 

・ 防災業務手順の標準化・適正化 

 

○活動指標（アウトプット） 



・ IoT 等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与、防災リテラシー向上の

ための教育・啓発手法の開発 

・ 最新の科学技術（IoT、AI、ロボット等）を用いた冗長性を持つモニタリング及びデータ同

化・予測手法の高度化、リアルタイム被害推定・予測 

 

 

【費用対効果】 

本プロジェクトにおいては、理学・工学・社会科学が連携し防災対策に資する調査研究を実施するこ

とで上記アウトプット及びアウトカムの結果が見込まれることから、投入額よりも大きな成果が期待

される。 

なお、事業の実施に当たっては、事業の効率的・効果的な運営にも努めるものとする。 

 

  



 

防災科学技術委員会委員 

 

 

         氏名         所属･職名 

主査    寶   馨 京都大学大学院総合生存学館長 教授 

主査代理  山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科 副研究科長 教授 

大原 美保 国立研究開発法人土木研究所  

水災害・リスクマネジメント国際センター 主任研究員 

大湊 隆雄 東京大学地震研究所 教授 

上村 靖司 長岡技術科学大学工学部機械創造工学専攻 教授 

鈴木 博人 東日本旅客鉄道株式会社 JR 東日本研究開発センター 

防災研究所 所長 

鈴木  靖 一般財団法人日本気象協会 執行役員 最高技術責任者 

瀧澤 美奈子 科学ジャーナリスト 

田村 圭子 新潟大学危機管理室 教授 

林  春男 国立研究開発法人防災科学技術研究所 理事長 

福和 伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長 教授 

前田 裕二 日本電信電話株式会社研究企画部門Ｒ＆Ｄビジョン担当 

統括部長 

松久 士朗 兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課長 

水村 一明 東京消防庁防災部震災対策課長 

三宅 弘恵 東京大学大学院情報学環（兼）地震研究所 准教授 
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防災対策に資する南海トラフ地震調査研究の概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和２年度～  令和６年度 

中間評価 令和４年度、事後評価 令和７年度を予定 

 

２． 研究開発概要･目的 

南海トラフ沿いで「異常な現象」が起こった際に、その後の地震活動の推移を、科学的・

定量的データを用いて評価することを目指し、その評価手法の開発を行う。また、社会の

被害を最小限に抑えるため、「異常な現象」が観測された場合の住民・企業等の防災対策

のあり方や、防災対応を実行するにあたっての仕組みについて研究を実施する。 

 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 R6 総額 

概算要求予定額 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 
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事前評価票 

 

（令和元年 8 月現在） 

１．課題名 防災対策に資する南海トラフ地震調査研究 

２．開発・事業期間   令和２年度～令和６年度 

３．課題概要 

（１）研究開発計画との関係 

 施策目標：安全・安心の確保に関する課題への対応 

 大目標（概要）： 

自然災害に対して、安全・安心を確保するべく、従来の研究手法に加え IoT、ビッグ

データ、AI 等の先端科学技術を活かした研究開発を推進し、災害に対する予測力・予

防力・対応力のバランスがとれたレジリエントな社会を構築する。 

  

中目標（概要）： 

（予測力・予防力の向上） 

自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業

継続能力の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミ

ュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る。 

（対応力の向上） 

発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続

的発展を保つため、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装

の加速を図る。 

 

 重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

・科学的・定量的データに基づき半割れ地震やスロースリップ等発生後の推移シナリ

オの評価手法開発に資する研究開発に取り組む。 

・徹底的な事前対策による住民・企業等の防災対応力の向上に資する研究開発に取り

組む。 
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本課題が関係するアウトプット指標： 

（予測力・予防力の向上） 

 IoT 等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与、防災リテラシー

向上のための教育・啓発手法の開発 

（対応力向上） 

最新の科学技術（IoT、AI、ロボット等）を用いた冗長性を持つモニタリング及びデー

タ同化・予測手法の高度化、リアルタイム被害推定・予測 

本課題が関係するアウトカム指標： 

（予測力・予防力の向上）被害の軽減につながる予測手法の確立、建築物・インフラの耐

災害性の向上 

（対応力向上）防災業務手順の標準化・適正化 

 

（２）概要 

南海トラフでは、政府の地震調査研究推進本部の長期評価によれば、過去に繰り返しマ

グニチュード８程度以上の地震が発生しており、今後３０年以内にマグニチュード８～９

レベルの地震が起こる確率は７０～８０％とされ、今後も同海域を震源として巨大地震・

津波が発生することが懸念される。 

さらに、南海トラフでマグニチュード８クラスの大地震が発生し、残りの領域において

も連動して大地震が発生する可能性が高まる（「半割れ」ケース）などの、「異常な現象」

が観測され得る可能性が、平成２９年の中央防災会議防災対策実行会議報告書等において

示されている。こうした「異常な現象」が起こった際に、その後の地震活動の推移を、科

学的・定量的データを用いて評価することを目指し、その評価手法の開発を行う。また、

南海トラフ地震による社会の被害を最小限に抑えるため、南海トラフ沿いでの「異常な現

象」が観測された場合の住民・企業等の防災対策のあり方や、防災対応を実行するにあた

っての仕組みについて研究を実施する。 

具体的には、南海トラフの地震活動の現状把握と通常とは異なる活動の検出能力の向上

を図るため、震源決定精度向上と地震活動の推移予測の手法開発・確立に向け、構造モデ

ルの構築とプレート固着・すべりのシミュレーション等を行う。本プロジェクトにおいて

海域の詳細構造を把握し、３Ｄ構造モデルの構築及び自動震源決定システムを高度化する

ことにより、即時震源決定の精度や信頼性を高める。また、構築した３Ｄ構造モデルを用

いて南海トラフ域の固着・すべり分布の高精度な推定手法の開発を行い、推移シナリオの

検証を目指す。 

また、南海トラフ地震発生時に、人々の命、企業活動の継続や都市機能を守るため、災

害対応のモニタリングによる研究や、ビッグデータを活用したより高度なシミュレーショ

ン手法の開発等を行う。 
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４．各観点からの評価 

 

（１）必要性 

 南海トラフ沿いの地域において「半割れ」地震やスロースリップなど「異常な現象」が

発生した場合、その後の地震活動の推移にはさまざまなシナリオが想定できる。したがっ

て、「異常な現象」後の推移予測のためには、それら推移シナリオを検証する必要がある。

しかし現在の科学的知見では、これらの「異常な現象」後の推移シナリオの検証手法は確

立されるに至っていない。防災対策の徹底及び地震調査研究の発展のためにも、これらの

「異常な現象」とその後の推移を迅速かつ高精度に把握し、適切な推移シナリオに基づく

地震活動の予測手法の開発に資することが求められる。 

本プロジェクトにおいて、現状、不十分な地殻構造モデルが原因で震源決定精度が低い

海域について、より詳細な３Ｄ地殻構造モデルの構築を行うことで、海域で発生する地震

の震源決定精度が向上し、プレート固着・すべり分布のより迅速かつ高精度な把握が可能

となる。それに加えてプレート固着・すべりのシミュレーションを行うことにより、推移

シナリオ検証手法の高度化が期待でき、推移予測に向けた信頼に足る推論構築に役立つた

め、必要な研究である。 

また、令和元年５月より、気象庁による「南海トラフ地震臨時情報」の発表が開始され

た。これは、南海トラフ沿いで「異常な現象」が観測され、その現象と南海トラフとの関

連性についての調査を開始した場合等に発表されるものであるが、現状では臨時情報が発

表された後、人々、企業、都市がどう行動し機能すべきか意思決定に資する情報が少ない。

社会経済活動の安定の維持のための計画づくりに資する人文・社会科学的研究を行うこと

で、事前対策を実用化・高度化し、実際に「臨時情報」発表時もしくは地震発生時にも、

社会が受ける被害を最小化することが期待されるという観点で、必要な研究である。 

 

 評価項目 

社会的価値（安全・安心で心豊かな社会の創出）に貢献しているか 

  

 評価基準 

・固着・すべり分布推定精度向上のための３Ｄ構造モデル構築の進捗 

・推移予測に関するシナリオ検証手法の開発の進捗 

・人流、物流等の社会モニタリング手法開発の進捗 

 

（２）有効性 

 本プロジェクトにおいては、「異常な現象」とその後の推移を迅速かつ高精度に把握する

ために必要となる構造モデルの構築を行う。また「異常な現象」のパターンに応じたシナ

リオを検証して推移予測手法の開発に資するため、プレート固着・すべりに関する時間的・

空間的シミュレーションを行う。あわせて、発災時の人々の行動、企業の生産活動及び都

市機能のための計画づくりに資する研究を行う。このように、理学・工学・社会科学とい

った複数の観点から調査研究を行うことは、南海トラフ沿いで「異常な現象」が発生した

際の推移予測及び防災対策に有効な手法であるといえる。 

 また、本プロジェクトにおいて実施する研究で得られる成果は、南海トラフ沿岸部のみ
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ならず、首都直下地震による被災の脅威にさらされている首都圏等、他の都市部における

防災対策の諸課題の解決にも有効に適用できるものと期待される。 

 

 評価項目： 

    ・研究開発の手段の有効性   

評価基準： 

・社会への即時情報発信を見据えた推移予測手法の開発のために有効な固着・すべ

りの把握手法の研究の進捗 

・工学的研究を踏まえた都市機能の維持に資する研究の進捗 

 

（３）効率性 

本プロジェクトでは、先行プロジェクト及び他プロジェクトで得られた地下構造データ、

地殻変動データ、海域における断層構造データベースやすべりの分布計算手法などの成果

を最大限活用し、データ解析や評価等を行う。また、人文・社会科学分野においても、過

去の地震災害時の応急対応や復旧復興に関する研究成果から得られた知見を活用すると共

に、スマートフォンの位置情報から推定される人流データとすでにあるビッグデータを組

み合わせて、社会経済活動の安定のための事前対策に活用すべく、データ共有の手法等に

ついて検討を行う。このように、これまでの成果を最大限に活用することとしているため、

効率的な研究であるといえる。 

 

評価項目： 

    費用対効果の向上方策の妥当性 

 

  評価基準： 

  ・既存の研究基盤や知見を活用するなど、成果の最大化、効率的な研究の遂行 

 

５．総合評価 

（１）評価概要 

【本事業は推進すべき】 

発生の可能性が切迫した南海トラフ地震による被害を最小化するため、理学・工学・社

会科学の総力を結集し、国・地方公共団体・民間における対策を探ることは、社会的重要

性の極めて高い課題であり、必要かつ有効なプロジェクトである。本プロジェクトにより

南海トラフ沿いの「異常な現象」について、より迅速かつ高精度に把握できるようになる

ことが期待でき、推移予測、社会経済活動の安定等に資する点から、防災面・研究面とも

に本事業推進の意義は大きい。 

中間評価は 2022 年度、事後評価は 2025 年度を予定。 
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（２）科学技術基本計画等への貢献見込み 

①  自然災害への対応  

第５期科学技術基本計画 抜粋 

自然災害に対して、国民の安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。  

具体的には、災害に負けないインフラを構築する技術、災害を予測・察知してその正 

体を知る技術、発災時に被害を最小限に抑えるために、早期に被害状況を把握し、国

民の安全な避難行動に資する技術や迅速な復旧を可能とする技術などの研究開発を

推進し、さらにはこれらを組み合わせて連動させ、リスクの効率的な低減を図るとと

もに、災害情報をリアルタイムで共有し、利活用する仕組みの構築を推進する。 

 

本プロジェクトにおいて、スロースリップ等近年発見された現象の解明や IoT 等の新し

い技術を活用し、人文・社会科学的観点も取り入れた防災計画策定に資する研究・社会活

動維持のためのシステム開発研究を行う。これにより南海トラフ地震の推移予測及びそれ

に基づく防災対策に資する研究が推進され、ひいては自然災害のリスクを踏まえた国土や

社会機能の強靱性（レジリエンス）向上への貢献が期待される。 

 

（３）その他 

 本プロジェクトを進めるにあたっては、社会のニーズを踏まえ、成果を還元できるよう、

適切に研究を推進する。 

 

 

 


